
新しい健康社会の実現に資する
経済産業省における施策について

資料５

経 済 産 業 省
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「新しい健康社会の実現」に向けて

国民の
健康増進

経済成長
持続可能な

社会保障制度
構築への貢献

1. 健康投資の促進

2. 新事業創出に向けた環境整備

3. 新たな社会課題へのチャレンジ

健康寿命を

2040年に75歳以上に

ṕ2016 72 ễ Ṗ
ẑ

公的保険外の
ヘルスケア・介護に係る国内市場を

2050年に77兆円に
(2020 24 50 )

１ ２

ミッション

目標

「国民の健康増進」「持続可能な社会保障制度構築への貢献」「経済成長」の同時実現に向けて、
ヘルスケアにおける国内外の需要を喚起し、新たな投資を促す好循環を目指す

3
世界の医療機器市場のうち

日本企業の獲得市場を

2050年に21兆円に
(2020 ễ פּ 18 )
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ヘルスケア産業市場について

公的医療保険・介護保険
（地域包括ケアシステム）

ヘルスケア産業

ṕ Ṗ

Ṭ
/

Ṭ ṕ Ḳ Ṗ ṕ Ḳ
Ṗ

出所：（株）日本総合研究所作成

健康保持・増進に働きかけるもの

2020
18.5

2030
30.9

2050
59.9

患者/ 要支援・要介護者の生活を支援するもの

2020
6.4

2030
8.2

2050
16.9

ヘルスケア産業市場規模推計



（参考）健康づくり・介護産業の市場規模拡大

¸ PHR 2050 77

健康づくり
（ヘルスケアサービス）

※ 公的保険外

介護
※ 公的保険外

マーケットの概観 マーケット規模と推計

計25兆円

Å DX

Å

Å

18.5兆円

医療
（医療機器）

※ 一部公的
保険含む

ÅAI ṕSaMDṖ

48  兆円

59.9兆円

6.4兆円 16.9兆円
+ 10.5

ṕ2020 Ṗ ṕ2050 Ṗ

ṕ2020 Ṗ ṕ2050 Ṗ

計77兆円

+ 52

6%ẓ10%

+ 18
3

214  兆円

21

PHR

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

PHR

+ 41.4

PHR

医療
（医薬品）
※ 一部公的

保険含む

Å

200  兆円

ṕ2022 Ṗ ṕ2050 Ṗ

8%ẓ10%

+ 9~14
16

250~300  兆円

25~30
ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

5
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（参考）健康づくり・介護産業の市場規模拡大

項目 含まれる製品・サービスの例 2020 年の市場規模
ẑ 2021 2022

2050 年の市場規模

合計 合計：25 兆円 合計：77 兆円

ẇ 小計：18.5 兆円 小計：59. ９兆円

0.03 0.09

1.0 3.7

0.6 3.7

OTC 3.4 8.7

0.6 2.7

0.2 0.2

0.4 7.8

ṕ Ṗ 2.9 12.9

1.1 2.6

0.1 0.4

0.3 1.4

7.9 15.7

ẇ 小計：6.4 兆円 小計：16.9 兆円

1 3.3

4.5 7.8

0.8 5.6

0.05 0.2

2020 年の市場規模と2050 年の市場規模の推計結果

ṕ Ṗ 4 ṕ Ṗ



公的医療保険

自由診療として実施
される医療

医師の助言・指導の下で
実施されるサービス

医療従事者の関与のない
サービス

（参考）公的保険および公的保険外サービスの分類

7ṕ Ṗ 2   ễṕ2021 6 9 Ṗ



１．健康投資の促進

8



１－１ 職域における投資促進

9



健康経営に取り組む企業の見える化

Å健康経営優良法人の認定

認定法人で働く従業員数は876 万人（日本の被雇用者の15% ）まで拡大。

取組意義
の明確化や質の向上、小規模企業への浸透については不十分であり、引き続き推進が必要。

「ネクストブライト1000 」を新設し、
小規模事業者の要件を緩和。経営関与やPHR活用など質の向上に向けた取組を評価していく。

ü 日本健康会議（※）が「健康経営優良法人」を認定 「ホワイト500 」ṕ Ṗ
「ブライト500 」ṕ Ṗ ブライト500 の下位に「ネクストブライト1000 」を新設。

ü 経済産業省と東京証券取引所 共同 「健康経営銘柄」を選定

ṕẑṖ 27 7
ễ 2025 5 2025 10



（参考）健康経営の目指すべき姿

選定 設立 補助事業化

2014
年度

2016
年度

2022
年度

認定法人の
拡大

評価項目の
拡充

顕彰制度
の創設

20XX
年度

ステークホルダー
からの信頼

生活習慣の改善

レジリエンス
の向上

業務パフォーマンス
の向上

組織の活性化

日
本
経
済
社
会
を
支
え
る

基
盤
と
し
て
の
健
康
経
営

健康経営の社会への浸透・定着

健康経営の可視化と質向上

( )

新たなマーケットの創出

1

2

3

従業員の
ヘルスリテラシー向上

家族などのヘルスリテラシー向上

リタイア後の行動変容
健康寿命延伸

健康投資 ヘルスケア産業の創出・新興

従業員の健康増進

離職率低下

生産性向上

企業の価値向上

企業イメージ向上
による優秀な人材の獲得

経済成長

労働力人口増加

幅広い国民の
QOL向上

11

9 WG 5 7 18
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（１）目指すべき姿の実現に向けた今年度の方向性

1
効果の可視化と質の向上

PHR

PHR ṕ Ṗ

40

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

500

ẇ

2
新たなマーケットの創出

ṕ Ṗ

ẇ

ẇOECD PR

3
社会への浸透・定着

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

 ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ẇ

ẑ 6
 2025ṕ Ṗ

¸ 3

日
本
経
済
社
会
を
支
え
る

基
盤
と
し
て
の
健
康
経
営
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¸ 10

¸ 人的資本経営やウェルビーイング経営、サステナビリティ経営、コラボヘルスの浸
透など、健康経営を取り巻く環境は大きく変化

¸ 新たな時代
の健康経営の意義や効果検証等の在り方などをとりまとめ、「健康経営ガイドブック」
と「健康投資管理会計ガイドライン」の改訂版を策定

健康経営のあるべき姿（ガイドブックの改訂）１
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経営層の関与（調査票の改訂）

¸

取締役会と経営会議等で取り上げる議題の違
い

経営層の関与を評価する

¸ Q25 「経営会議等」で健康経営を議題として取り上げていることを、ホワイト
500 の選定要件とする。

1 大規模

令和６年度健康経営度調査 変更案（赤字箇所）
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新たな顕彰枠の設定

¸ 500
ṕ 1000Ṗ ブライト500 、ネクストブライト1000 、通常認定の
3層構造

新たな顕彰枠拡大の狙いと方向性

健康経営優良法人

ブライト500  （現行）

V申請法人数の増加に伴い、上位層の差
が縮まっているため、ブライト500以
外も顕彰する

V通常認定に留まらずに「次はブライト
を目指してほしい」との意図を込めた
名称で、健康経営の質を高めるにあ
たっての道筋を明示

中小規模

Hop!

Step!

Jump!!

ネクストブライト1000
（新設）

1

ブライト500と通常認定の間に位置する冠を
新たに新設し、ブライト500と同様の認定方
法で上位501位～1500位を選定する
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OECDにおける国際PR

¸ OECD64 OECD

¸ OECD COGITO Well-being

OECD COGITO ブログ

ẑ OECD Cogito https://oecdcogito.blog/2024/07/04/healthy -minds -healthy -businesses -prioritising -mental -health - in-smes -and -
 entrepreneurs/

OECD中小企業・起業家専門会議（CSMEE）

２



ṕ Ṗ PFS
発展的（企業と健康保険組合のコラボヘルス）

民間事業者間の成果連動契約方式の導入支援

¸ 健康経営推進と質の高いヘルスケア産業育成
企業や健康保険組合等が連携して発注主体となり、成果と連動して報酬を支払

うPFS（Pay for Success ）事業組成・伴走支援

＜想定する民間事業者間のPFSスキーム（イメージ案）＞

企業も発注者 健康経営やコラボヘルスの推進、事業規模拡大を期待。
17

企業
（健保加入者の雇用主）

健保組合

サービス提供者
（委託事業者）

健保加入者
（従業員、被扶養者）

ṕ
Ṗ

２
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健康経営コンサルティング自己宣言制度の始動

¸

6

¸ 54 ṕ2024.7.22 Ṗ

健康経営コンサルティング自己宣言
企業ロゴマーク

Action ！健康経営 自己宣言制度開始のお知らせ

２

ṥ Ṧ
ḭצּ ךּ

︣ ךּ שּ שּ טּ לּ
ṡ Ṣ ṇ ︡ḭ ṇ ṡAction!

Ṣ ḭשּ טּ צּ
לּ לּךּ צּךּ ךּ Ḯ
ḭ כֿ ḭ
ṇ לּ ︡ Ḯ
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常時使用しない非正社員等を対象に含めた企業の評価

¸

大規模3

令和６年度健康経営度調査票 新設案（赤字箇所）



20

小規模法人への特例制度の導入（特例内容）

¸ 従業員数の少ない法
人に対して、取組の実態に合わせた健康経営の推進を促す

従業員数の少ない法人向けの特例認定要件案

中小規模3

（参考）

中小規模法人 認定要件

Ṍ

Ṍ

Ṍ
③50 2項目以上

1項目以上

4項目以上

必須項目

評価項目 2025

3(1)

3(2)

3(3)

（4項目中）
1項目以上

（８項目中）
3項目以上

（4項目中）
2項目以上

1項目以上

3項目以上
ẑ

7

2項目以上

2024 2020



１－２ 地域における投資促進

21



成果連動型民間委託契約方式（PFS/SIB ）の普及促進について

¸ PFS/SIB ヘルスケア分野における案件形成支援、エビデンス整備や
手引きの作成、普及に向けたセミナーの開催を行った。

¸ 社会的インパクトを生み出すことのできる広域型での事業組成が進むように、
事業組成パックの普及や民側へのアプローチ等を推進する。

ṕ ṖPFS事業の概要
普及に向けた支援施策イメージ

22



エビデンス整備や手引きの作成 

¸ PFS/SIB の活用を目指す自治体職員等に向け
た情報整理を行っており、5年度は手引き及び事業組成パックを改訂

ẇ
2015

ẇ ẇ ẇ
2017 2018 2019

ẇ
2020

ẇ
2021

27
ṕ Ṗ

29 30

ṕ Ṗ

『日本版ヘルスケア
ソーシャル・インパクトボンド
の基本的な考え方』
（経済産業省委託事業）

SIB
概念 考え方

ṕ

Ṗ

経済産業省
『地方公共団体向けヘ
ルスケア領域における成
果連動型民間委託契
約方式（PFS/SIB ）
導入ノウハウ集』

取組
事例を踏まえたノウハウ

第１・２版 第３版 第４版

 ṕPFSḲPay For 
SuccessṖ

厚生労働省・経済産業省
『成果連動型民間委託契約方式
（PFS：Pay For Success ）
医療・健康及び介護分野の手引き』

内閣府のガイドラインに沿って

充実化
自治体が行うべき手続き等を事例ととも

に具体的に整理

【時系列整理】

23

経済産業省
『PFS/SIB 事業組成パッ
ク』の作成

横展開
事業組成パックを作成

ẇ
2022

ẇ
2023

ẇ
改訂版 改訂版



（参考）PFS/SIB 事業組成パック

¸ 「大腸がん検診受診勧奨事業」と、②「高齢者の社会活動
参加事業」を対象として事業組成に必要な標準化された情報やツール（例：標準化された成
果指標や成果水準書等）を紹介

ṕ Ṗ PFS/SIB ṕ Ṗ 24



セミナーの開催

¸ 首長のリーダーシップにより、地域社会をより良く変えていく事業が展開されることを目的
5 10 PFS/SIB

¸ 6 1 PFS/SIB の取り組みの裾野を広げる

①ご講演『アウトカムで地域社会を変える』

②参加者と青柳様等とのオープンディスカッション

アウトカム指標の有効性、バックキャスティングの重要性など
を改めて認識することができた。

Ḳ ṕ Ṗ

参加者

参加者アンケート

参加者の声

理解が深まった

100%

活用できる

100%

アウトカム起点の政策形成
への理解が深まり、

今後の政策に活用できると
参加者の満足度は高かった

「アウトカム起点の政策形成」への理解・今後の活用について

①首長向けセミナー（オンライン形式）

①政策動向紹介（経済産業省）

③参加者ネットワーキング（現地参加者のみ）
プログラム

②民間事業者の取組状況や考え方の共有

Å ṕ Ṗ
Å ṕ Ṗ
Å ṕ Ṗ

セミナーに参加して、約８割が
PFS/SIB に取組んでみたいと
回答

【全17 自治体首長・副首長】

②民間事業者向けセミナー（＠熊本／オンライン）

【オンライン127 名、現地14 名】
ITḱ ḭ ḱ ḭ ḱ ḭ ḭ

ḭ ḭ ḱ ḭ ḭ
ḭ ḭ ṇ ḭ ḱ ḭ ḭ

PFS/SIB への取組意欲について

n=13
ṕỆ Ṗ n=58

民間事業者として関われる接点が見いだせれば、社会課題
の解決の一環としても是非取り組んでみたい

取り組んでみ

たいと思った, 

39.7%
やや取り組んでみたい

と思った, 43.1%

あまり取り組んで

みたいと思わな

かった, 13.8%

未回答, 

3.4%

25



PFS/SIB 普及フェーズにおける現在地と今後の展開

0⇒1件 1⇒10 件 10 ⇒100 件
（現在地）

100 ⇒1,000 件
（今後の展開）

事業件数

普及フェーズ
※ヘルスケア分野に

限る

事業種類の多様化フェーズ 同種事業の横展開フェーズ

Â実証実験

ü Ḳ ẅ

ṕH29Ṗ

Â様々な領域での個別

事業の実践

ü Ḳ

ṕR01Ṗ

Â既存領域における事業

の試行錯誤

ü Ḳ

ḵ

ṕR03Ṗ

Â同種事業の横展開

ü Ḳ ṧ 4

PFS

ṕR5Ṗ

ẅ

26

¸ PFS/SIB
事業種類の多様化に加え、同種同事業の横展開での事業組成が求められている

¸ 健康経営とヘルスケア産業育成の同時推進 民間事業者間の事業組成
が求められている

1

2

3 ( Ṗ

当省の
今後の

注力領域



２．新事業創出に向けた環境整備

27



２－１ PHRを活用した新たなサービスの創出

28



PHR
事業者Ｂ

PHR
事業者Ａ

ライフログデータ

食事

歩数・運動・
活動量等

睡眠

ユースケース②医療機関等受診時における利活用

乳幼児健診

予防接種歴

学校健診

薬剤情報

特定健診/ がん検診等

手術等

公的機関の情報（健診・レセプト等）

ἲ 2020 : 2021 : ṕ Ṗ
2022 :

医療機関の情報（電子カルテ等）

2024
ẑ

公的インフラとして制度整備を進める 民間事業者と連携して環境整備を進める

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
等

¸ PHRṕ Ṗ

¸ ①マイナポータルから取得できるデータ（健診・電子カルテ等）を民間PHR事業者が活用できるた
めの環境整備 ②ライフログデータの標準化③様々な分野と連携したユースケース創出

ユースケース③研究等

生活に密着した産業と連携 生活における
新たな予防・健康づくり

医療従事者等と連携 個人に最適化された
医療の提供

２．ＰＨＲ（Personal Health Record）の推進

29

１

３

令和３年４月、総務・
厚労・経産の３省庁で、

PHR

指針を策定。

PHR事業者団体
データ標準化 サービス品質

２

ユースケース①日常における利活用

３



オフィス

自動車の運転

スーパーマーケット
／レストラン

住宅

フィットネス／公園

医療機関

研究所 薬局
Ṅ

少し休憩
しましょう

思いやりが循環し、誰しもが自分らしく、安心して暮らすことで
自然に健康になる社会に

（参考）PHRを活用した新たなライフスタイルのイメージ

¸

Ṅ

30



公的な医療・健康情報
（健診・薬剤( )情報等）

全国医療情報プラットフォームにより、
医療機関等に共有される公的な医療・健康情報を活用

2025 年～：電子カルテ情報も使用可能に

PHRを活用した新たなサービスの創出
( )

民間PHR事業者により、
ライフログと組み合わせたサービスを提供

民間事業者が取得する情報
（ライフログ・バイタルデータ等）

健康に関連しうる情報
（購買データ・位置情報・天気等）

実証事業を通じたユースケース創出

PHR
事業者

ḲPHR

医療機関×PHR

Ḳ Ḳ PHR

日常生活×PHR 異業種×PHR

※イメージ画像はすべてChatGPT4.0 で作成

異分野
連携

31



（参考）医療DXの推進に関する工程表〔全体像〕

2023年度
（令和5年度）

2024年度
（令和6年度）

2025年度
（令和7年度）

2026年度～
（令和8年度～）

マイナンバーカードと健康
保険証の一体化の加速等

電子カルテ情報の標準化等

自治体・医療機関/介護事業
所間の連携 等
ḱ צּ ︣ ḭ

ḭ

診療報酬改定DX
ṗ

Ṙ
共通算定モジュールの設計・開発

マスタの開発・改善
電子点数表の改善

○令和6年秋
・保険証廃止

訪問診療等、柔道整復師・あん摩マッ
サージ指圧師・はり師・きゅう師の施
術所等でのオンライン資格確認の構築

マイナンバーカードと健康保険証の一体化の加速等

ḱ ṇ

スマホからの資格確認の構築

医療機関・薬局間だけでなく、自治体、介護事業所と情報を共有、マイナポで閲覧に加え、申請情報の入力

電子処方箋を実施する医療機関・薬局を拡大

診療情報提供書・退院時サマリーの交換
検査値〔生活習慣病、救急〕、アレルギー、薬剤禁忌、傷病名等を共有

順次、医療機関、共有する医療情報を拡大

概ね全ての
医療機関・薬局で導入

医療機関・薬局間での共有・マイナポでの閲覧が可能な医療情報を拡大

業務運用の見直し
医療機関・自治体との

情報連携基盤の整備
実証事業

マイナポの申請サイトの改修

マスタ及び電子点数表
改善版の提供開始

機能を更に追加しながら、
医療機関数を拡大

医療機関等のシステムについて、診療報酬の共通算定モジュールを通し、抜本的にモダンシステム化

共通算定モジュールのŭ版提供開始
先行医療機関で実施、改善

順次、機能を追加

診断書等の自治体への電子提出の実現
順次、対象文書を拡大

運用開始

運用開始

生活保護（医療扶助）のオンライン資格確認対応 運用開始

保険医療機関等のオンライン資格確認の原則義務化

 医療機関・ベンダの負担軽減 

 医療機関・ベンダの更なる負担軽減 

全
国
医
療
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
構
築

救急時に医療機関等で患者の医療情報を閲覧できる
仕組みの整備

運用開始

運用開始し、普及

国民に直接メリットがある機能を開始 ⇒ ⇒ ⇒ 機能・実施自治体を拡大

下記について全国的に運用
・公費負担医療、地方単独医療費助成
・予防接種
・母子保健情報
・介護
・自治体検診
・感染症届出

自治体システムの標準化、共有すべき文書の標準化・クラウド化

先行実施

全国医療情報プラットフォームの基盤構築
（電子カルテ情報共有サービス（仮称）の整備）

本格実施

医療情報化支援基金の活用による電子カルテ情報の標準化を普及

情報共有基盤の整備
共有等が可能な医療情報
の範囲の拡大

標準型電子カルテŭ版提供開始 本格実施

民間PHR事業者団体等と連携したライフログデータ標準化、 医療機関実証、2025年大阪・関西万博も見据えたユースケース創出支援 順次、ユースケースを拡大経済産業省該当

DX ṕ Ễ : ệ Ỉ 2 Ṗ
Ệ
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（参考）医療DXの推進に向けた経済産業省の取組

ṕPHR: Personal Health Record Ṗ 国民の健康増進のために使われ、国民が
そのメリットを実感できてこそ、真の価値を発揮

民間活力 国民が 安全安心に活用できる環境を整備

３．安全安心なサービス提供に向けたエビデンスの整理
Å エビデンスの整理や、それに基づく

指針等を作成
→これまでの認知症・高血圧等に加え、令和5年度からは新たに女性の健康等も支援

1．国民が価値を感じられる新たなサービス（ユースケース）の創出
Å 実証事業 ①日常生活での活用ṕ

Ṗ ②医療機関での活用
→令和5年度当初予算にて生活関連産業および医療機関での実証事業を実施。

令和５年度補正及び令和６年度当初予算で、更に取組を加速。

Å

③業種横断的なＰＨＲ事業者団体設立 ṕ
Ṗ ṕR５年度前半の団体設立 Ṗ

→PHRサービス事業協会が令和5年7月に設立

2．データ標準化・適切な情報の取り扱いなどの事業環境の整備

Å ①ライフログ（歩数や睡眠など）のデータ標準化②適切な情報の取り扱いに係るルール整備
ṕ Ṗ Ṅ

DX ṕ 1 : 4 10 12 Ṗ
7ṕ Ṗ
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1. PHR

ð PHR
ð IT
ð PHR

ỄḰ PHR

医療機関におけるＰＨＲ利活用推進等に向けた実証調査事業
ṕ 6 Ṗ

¸ 医療機関での導入や利用が容易なPHRサービス PHR

PHR

目標

事

業

概

要

PHRの共有

患者QOL向上 医療従事者の
業務効率化

治療アウトカム向上

QOL  

6 6 Ṍ 7 2 ṕ Ṗ

Ỉ

医療従事者患者

実証イメージ
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1.
PHR

Å PHR

Å

Å

2.

3. PHR   

ṕ 5 PHR Ṗ

日常生活におけるＰＨＲを活用したユースケース創出に向けた実証調査事業

¸ 異業種連携を通じた、生活者のニーズに即した多様なPHRサービスの創出、持続的な利益創
出につながるビジネスモデルの構築、PHRサービスの認知向上

目標

( )

PHR

PHR

生活者

PHR( )

/

PHR

ớ
ồ
ờ

ớ
ồ
ờ

ḱ

実証イメージ

事

業

概

要

6 6 Ṍ 7 2 ṕ Ṗ

ỉ ṕ ệ Ễ Ṗ

異業種

飲食小売

支払者

保険者 雇用者
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大阪・関西万博におけるPHR関連の取組

睡眠状態

運動ログ

食事

日常生活
活動ログ

既往症・服
薬履歴

ウェアラブル機器やスマートフォン内のアプリを活用し日
常生活で取得可能なライフログや健診結果等のPHR
を本事業で整備する情報連携基盤経由で共有

万博
情報連携基盤

万博で活用するPHRデータ 万博で提供するサービス・体験例

PHR
Ṅ

PHR

大阪・関西万博の場でPHRを活用しパーソナライズ
された体験提供やPHRが普及した未来社会の姿を
提示

食事

睡眠

運動

2025 Ver.5 PHR



¸

疾病の一次予防、二次予防あるいは三次予防を目指すnon -SaMD の健康アプリの実用化に向けた研究
開発（フィジビリティスタディ）を支援

¸ 実用化やビジネスモデル構築の伴走支援ṕ
Ṗ

目標

事業概要

Å  non -SaMD
Å

Å 開発事業者
Å 支援終了後３年以内に 実用化（マネタイ

ズ）を実現する
Å non -SaMD 開発は完了（もしくはその見込みが得られ）、

一定の有用性に関する科学的エビデンスがある

Å ṕ Ṗ

Å

37

6 7 Ṍ 6 ṕ Ṗ

non-SaMD健康アプリ
実用化計画の完了
研究計画の精緻化実用化に向けた研究開発（フィジビリティスタディ）

実用化・ビジネスモデル構築の伴走支援

伴走支援

事業イメージ

ṕ 6 Ṗ
令和６年度AMED ソリューション事業



Â加盟企業Â役割・概要

＜ご参考＞PHRサービス事業協会の概要

¸ 4 6 5 7 10 Ṅ
PHRサービス事業協会（略称:PSBA ）が設立 業界ガイドライン（業界GL）策定等の事

業環境整備

ṕ Ṗ 4 6

①データ標準化に向けた検討

標準化委員会

②サービス品質確保に向けた検討

サービス品質
委員会

業界GL

③ステークホルダー間の対話促進
 政策提言等の窓口機能

広報委員会・技術教育委員会

Å 【会員企業】

IT

ṕ4/15 137 Ṗ

Å 【執行役】

6

Å 【副会長企業】

ü Welbyṕ  Ṗ

ü ṕ  COOṖ

ü ṕ  Ṗ

ü ṕ  

CEOṖ

ü TIS ṕ  Ṗ

ü ṕ  Ṗ
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２ー２ ヘルススケアサービスにおけるスタートアップ
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ヘルスケアスタートアップエコシステム構築に向けて 

¸ エビデンス構築や実証を通じた効果検証等を行って
いく必要がある 大学や医療機関、自治体等のコネクションが不足しており、社会実装が進まない課題を抱えている

国内だけではなく海外展開を行う上でも同様のハードルは存在

¸ ①社会実装を支援するための地域拠点の整備②海外医療機関やアクセラレーター等と連携した支援プロ
グラムの提供③海外と日本の関係者を繋ぐカンファレンス開催

①地域拠点育成事業／InnoHub 機能強化 ②ヘルスケアスタートアップ海外派遣事業

×

アクセラレーションプログラムを通じて、
日本のSUの海外展開を支援

VC SU

③グローバルカンファレンス事業

¸ JHeCṕJapan Healthcare Business Contest Ṗ

¸

¸

¸

ṕ
Ṗ

Global Healthcare Challenge （GHeC）開催

×

ヘルスケアSUの重点育成拠点を支援

SU

¸

ṕ
Ṗ

¸

InnoHub ṕ Ṗ
ṕ
Ṗ

国内エコシステムの強化 海外展開の後押し

国内と海外の接続

40



¸ InnoHub ṕ Ṗ
事業化相談やネットワーク形成を支援ṕ 614 Ṗ

¸

InnoHub
ẑ20246

相談案件

件

うち、海外からの
相談

件

MEDISO への連携 件

MEDIC 登録 件

アドバイザー紹介   件

InnoHub 通信紹介 件

（マッチング成立   件）

サポーター団体

個別紹介 件

（マッチング成立   件）

22

2

614

33

194

102

220

41

405

*Ḳ1 1
** Ḳ InnoHub

InnoHub

¸

IT
InnoHub ア

ドバイザーである東京医科歯科大学 山本氏に相談

¸ 東京医科歯科大学の耳鼻咽喉科学、肝胆膵外科学、整形
外科学、救命救急センター、歯学教育システム評価学の5領
域

共同研究 2023 1
20 2

: Vuzix
ẑ  Vuzix M400ṕ Ṗ

41
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バイオベンチャーによる資金支援

¸

1) 創薬ベンチャーは
事業化の難易度が高い 特に治験第１相、第２相 リスクは依然大き

い 開発資金が50 ～100 億円といった規模に跳ね上がる
2) 日本の創薬・ベンチャーエコシ
ステムでは、創薬ベンチャーが必要な資金を円滑に調達するのは困難

¸ 創薬ベンチャーの資金調達が困難な非臨床、治験第１相・第２相を対象に、ＶＣ出資額の２
倍相当の治験費用を支援。

15%

2%

3%

80%

0% 20% 40% 60% 80%

治験
第１相

基礎
研究

非臨床
治験

第２相
治験

第３相
承認
申請

5% 10% 15% 25% 65% 90%

5

 VCからの出資 等

創薬開発のリスクと資金のイメージ

世界の医薬品創薬開発品目数シェア

事業のイメージ

VCの出資を条件に、

民間出資１に対して２倍までの範囲で補助

ἲ ṧ更なる民間資金の呼び水
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２－３ ヘルスケアサービスの信頼性確保
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予防・健康づくりに関する医学会による指針の策定・普及

¸ ṕ Ṗ適切なサー
ビス選択 適切な研究開発

¸ 中心的学会によるエビデンスの整理および指針の策定AMED

（
Ａ
Ｍ
Ｅ
Ｄ
）

日
本
医
療
研
究
開
発
機
構

研究
支援

関連する疾患分野の学会が、

指針

ṕ Ệ 5 ẑ

Ṗ

ẑ

「予防・健康づくりの社会実装に向けた研究開発基盤整備事業
（ヘルスケア社会実装基盤整備事業）」

①エビデンスに基づくヘルスケアサービスの社会実装に向けた先進事例の調査

②指針が広く利活用されるための環境整備

環境
整備

領域 中心的学会

成人・中年期の課題
●高血圧学会
ẇ糖尿病学会、体力医学会
ẇ腎臓学会

老年期の課題
●老年医学会、サルコペニア・フレイル

学会
ẇ認知症関連6学会

職域の課題
ẇ産業衛生学会（メンタルヘルス）
ẇ産業衛生学会（女性の健康）

働く世代における

二次・三次予防

ẇ動脈硬化学会
ẇ女性医学学会
ẇ循環器学会

②医学会による指針の普及

44

①医学会による指針の策定



アカデミア：予防・健康づくりに関する共通課題への対応

¸ 予防・健康づくりの特色を踏
まえた研究開発の基盤を整備

¸ 研究デザインの開発
行動変容介入を評価するための標準的な指標 多面的価値ṕ

Ṗ AMED

ヘルスケアサービス研究開発の流れ

予
防
・
健
康
づ
く
り

①研究デザインの開発

RCT

②指標づくりが必要
Ḵ
Ḵ
Ḵ
Ḵ
Ḵ

①新たな試験
デザインが必要

シ
ー
ズ

②行動変容指標に関する研究

③サービス利用
者が判断可能な
評価軸が必要

③多面的価値（経済性評価等）
 に関する研究

ṕ
Ṗ

ṕ
Ṗ
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AMED の機能強化のイメージ

¸ Minds
InnoHub

AMED の機能強化のイメージ

医療機器・ヘルスケア事業部

関連学会／Minds  等

Å ṕ Ṗ
Å

Å

Å

AMED  関係部局

国立保健医療科学院・保険者団体等

Å

Å  

InnoHub ／シンクタンク
／学会 等

Å

Å /  

or
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¸ KPI

¸

（参考）日本認知症官民協議会
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認知症施策の推進① 当事者参画型開発モデルの拡大・普及

¸

ṕ Ṗ ①当事者ニーズに合った製品・サービスの創出当事者の社会
参画機会の提供 当事者 企業 マッチングさせる
機能を整備

¸ 持続的な仕組みの実現に向け、当事者・企業
の関心喚起・参画促進に向けた取組 開発を実践する企業を公募形式により募集

企業向け手引き
4

 
HP

当事者参画型開発モデル拡大・普及に向けた検討体制

50

開発企業

当事者

マッチング
事務局（経済産業省／日本総研）

Å

WG
Å

Å

SOMPO DAYS BLG!

多様な生活課題で実践



51

¸ ệ 20 件 ṕ Ệ
５件Ṗ

¸ Ỉ 40 件

昨年度までの実践状況 今年度の実践（2023 年12 月～2024 年2月）

Å

2022 5
Å

Å量産化に向け、履きやすさだけでなく、履き心地や
色・サイズ展開なども含め、改善点を検討する
Å靴下に限らず、下着類の困りごとを収集する

当事者
からの声

実践
内容

基
本
設
計
に
関
す
る
改
良
点

新
た
な
製
品
開
発
ア
イ
デ
ア
の
ヒ
ン
ト

を
抽
出Å

Å

Å

Å

Å ở

今年度
参画した
「当事者」

Å / Ṍ 13

製品名 ÅUnicks

製品概要
Å

Ḳ  No.878 ṕ 3 2 Ṗ

（参考）当事者参画型開発モデルの具体的事例

令和５年度の実践事例：株式会社大醐（愛知県名古屋市）



普及
支援

¸ 学術集会等における周知の取組

2022 11 27
41 31  

2023 9 8
47  

2023 11 26
42  

2024 2 14
/  

認知症施策の推進② 認知症予防に関する製品・サービスの信頼性確保

¸

アカデミアによる科学的な立場から「提言」

¸

「提言」の普及

発信
対象

¸ ṕ
Ṗ

発信
目的

¸ 健全な産業育成

発信
主体

¸ 認知症関連6学会

主な
主張
点

¸

¸

Ṯ ṯ

ẑ
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認知症施策の推進③ 認知症共生・予防に関する製品・サービスの研究開発の推進

QOL

¸ 2040 584.2 MCI 612.8

¸ AMED

Ḳ

Ḳ

QOL Ḳ QOL

53

ẇ ẇ ẇ

ẇMCIẇ

ẇ

ẇ Ḳ

 



Å 認知症ハイリスク高齢者を
対象 生活習慣病管理、
運動、栄養、認知トレーニ
ングの複合介入

認知障害
の進行が抑制

Å

ṕ 1000 Ṗ

54

（参考）J-MINT ・共生補助の事例

¸

ṕ Ṗ ṕ ṌỆ Ṗ

¸

ṕ ỄṌỆ Ṗ

マイヤ

メディヴァ

セーフティネット
リンケージ

テーマ・事業者 介入

ể
ṕ

Ṗ

1 5
5

1

認知症共生社会に向けた製品・サービスの
効果検証事業

1 3
6

NECソリューション
イノベータ

オールアバウト

認知症になってもやさしいスーパー

岩手県のスーパーマーケット
「マイヤ」の取組

Å

ü 案内表示等の整備
ü 商品の配置
ü

Å

ü

認知症予防を目指した多因子介入
によるランダム化比較研究



堤班（北里大学） 古川班（京都大学）

人的介入による組織アプローチ アプリを用いた個人アプローチ

職域（複数業種）における数千名

Å 組織 Ḳ
Å 個人 Ḳ /

AI
Ṍ living RCT

Ṍ

心の健康保持増進のための基盤整備

¸ (QOL)

¸

2020 年度 2021 年度 2022 ～2023 年度 2024 年度 2025 年度

Ḳ ṕ
Ṗ

ṕ Ṗ
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業界自主ガイドラインの策定
「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」ṕ 31

4 ễ 6 Ṗ

透明性Ḳ

客観性Ḳ

継続性Ḳ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

Ễ

踏まえるべき３つの観点

最低限盛り込む１０項目

定期的な更新

「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」の
主なポイント

名称 策定主体

FIA ṕ Ṗ

Sleep Innovation Platform

PHR PHR PHR

＜改訂後のあり方に準拠しているガイドライン＞
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＜安全・安心なサービス提供体制＞

Åサービス提供時の必要な情報の提示

ü

ü

Å事業者による相談対応者のマニュアル整備

ü

ü

ṕ Ṗ

Å相談対応者への適切な研修実施

Å適切なモニタリングの実施 等

＜コンプライアンス遵守＞

Å医療法・医師法等の関係法令の遵
守

Å適切な広報活動

ü

Å個人情報の適切な取扱、情報セ
キュリティ対策

Å苦情への対応体制整備 等

自主基準の主な内容

（参考）遠隔健康医療相談業界の自主ガイドライン

¸ ṕ Ṗ ẑ

（検討会メンバー）

事業者：( ) ( ) MRT ( ) ( ) Kids Public LINEṕ Ṗ ( ) 

有識者： 関係省庁：
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患者への投薬を
通じた医薬品の
エビデンス構築

医薬品
による治療

民間主導でエビデンス
構築が進みにくい

ẑ

オーソライズの仕組みエビデンス構築

制度に基づく承認
PMDA ṕ / Ṗ

行動変容に
よる予防・健

康づくり

①事業者団体
ṕ Ṗ

自主ガイドラインを策定
¸

¸

¸

②アカデミア
ṕ Ṗ

医学的な観点からエビデンスを
整理した指針等を策定

¸

¸

¸

社
会
実
装

（参考）ヘルスケア分野におけるエビデンス構築に係る課題
¸ 適切な提供体制の整備やエビ

デンスの構築・検証がされていない

¸ 事業者団体  アカデミア

の両面からオーソライズする仕組みの構築を支援する。

オーソライズの仕
組みが制度化さ

れていない

臨床評価のガイドライン 診療ガイドライン

医学会、産業界が連携した
オーソライズの仕組みを構築 58



①業界自主ガイドライン等
ṕ Ṗ
Å サービス提供体制
Å 適切な情報管理
Å 広告表示のあり方
Å 客観性の担保

など

質の担保されたサービスが
利用者の元へ普及

リアルワールドエビデンスを用
いたサービスの質の向上

品質担保スキーム

Å 第三者認証

Å 業界団体認証

Å 自己宣言

Å 団体入会基準

など

医学会

研究機関

（参考）科学的有用性が担保されたサービスの社会実装

¸

信頼性確保の基準

産業界

業界団体

サービス

提供事業者

企業

サービス開発 認証等の取得

オーソライズの仕組み

社会実装支援

企業、保険者、自治体等の
予防健康づくり施策（健康経営、

保健指導、PFS／SIB等）において、
認証されたヘルスケアサー
ビスを活用

②医学会指針等
ṕ Ṗ
V エビデンスの可視化

V 効果検証の方法

V 効果の謳い方

ガイドライン

・指針を参照

サービス開発の流れ
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３．新たな社会課題へのチャレンジ
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経済産業省における介護分野の施策について

É企業経営として
「仕事と介護の両立」の
プライオリティを高める

< 施策>
・健康経営の評価項目追加
・経営者向けガイドライン策定
 ⇒経営リスクやアクションの整理等

◆職場に限らず、「介護」という話題の露出がそもそも限定的
＝社会の中で、より多様な主体が積極的に発信・対話していく必要性

 ＜施策＞ 
表彰制度を設立し、介護を「個人の課題」から「みんなの話題」へ
転換する取組やアイデアなどを可視化

¸ ︡ צּ לּ 2030 年には、家族介護者のうち約4割（約
318 万人）が働く家族介護者になり、経済損失が約9.2兆円となる見込みḮ

¸ 在宅介護ṕ 1 2Ṗ
介護保険外サービスの活用促進等の施策を講じることが重要

¸ ①介護需要の多様な受け皿整備（介護保険外サービスの振興）②企業における
両立支援の充実 ③介護に関する社会機運醸成

79,163 

10,178 
1,289 1,162 

仕事をしながら介護を行う者
318 万人（うち離職者11 万人）

約9.2 兆円

<2030 年における経済損失の推計> <2023 年度事業>

③介護に関する社会機運醸成

社会機運醸成

②企業における
両立支援の充実

É既存の主体＋民間企業等が
提供するサービスの充実
＝介護保険外サービス振興

< 施策>
・市町村向け企業マッチング支援
・信頼性確保のため、業界団体

設立を支援

①介護需要の
多様な受け皿整備
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継続性の観点で
連携が必要

【介護需要の多様な受け皿整備】民間事業者の地域参入に際しての課題

62

課題

Å

Å ṕ10 Ṗ
Å

Å

Å

Å ṕ Ḳ Ṗ

¸

¸

¸ ṕ
Ṗ

¸

¸ 地域資源分布に関する分析
横展開可能な資源開発モデルを構築・普及

¸

都道府県と市町村の連携を促進

¸

インセンティブ設計の在り方を整理し、
他自治体への普及

¸ 介護保険外サービスの信頼性確保のため
の仕組みづくり

地域資源

営利的主体（民間事業者等） 非営利的主体（住民主体、NPO等）

¸ 地域資源として、継続性の観点では民間事業者が提供するサービス等を活用していくことが
必要 導入に際してはサービス開発面・情報面・信頼面で課題

¸ 横展開可能な資源開発モデルを構築・普及
情報チャネルを強化 民間企

業等と連携した信頼性確保のための仕組みづくり

対応の方向性



【参考】「介護関連サービス事業協会」（Care - related Service Business Association ）概要

¸ 社会的認知度の向上 適切なサービス選択ができる環境づくり信頼を獲得できる
仕組み作り

①保険外サービスの普及②保険外サービスの信頼性向上

¸ 2024 3 2024 年度内の正式設立を予定

63

活動目的

活動内容

1. 公的介護保険外サービスの社会的認知度の向上

2. 適切なサービス選択ができる環境づくり

3. 公的介護保険外サービスへの信頼を獲得できる仕組みづくり

設立準備体制（2024年3月時点） 

Å 介護保険外サービスの普及・啓発活動

Å サービス別のガイドライン策定
Å 認証制度の設計・運営
Å 調査研究活動
Å サービススキル向上を目的とした研修・教育プログラムの開発・実施
Å 労働環境改善に向けた検討や従業員からの相談窓口の設置など

生活支援サービス分科会

 

SOMPO  

    

宅食サービス分科会

  

運営委員会
ẑ

  

Ẑ Ḳ

ẑ
ẑ



【企業における両立支援の充実】企業における両立支援促進への課題

¸

「仕事と介護の両立に関する経営者向けガイドライン」を策定
経営者が知見を共有する場が十分ではなく 中小企業

では 十分なリソースを充てることが難しい。

¸ ṕ Ṗ 事例共有
等を行うセミナーや経営層を対象にしたラウンドテーブルの機会を提供 複数の中小企業の
介護両立支援を支えるハブを地域に実装していくモデル構築実証を行う

64

中小企業への支援の必要性経営層がナレッジを共有する機会の提供

¸企業経営層に対するリーチ活動 ¸仕事と介護の両立支援を促進する主体の育成支援

〈介護両立支援セミナー〉

ḱCHRO
Ḯ
ṇ ḭוֹ

ḭ

ךּ ︣ Ḯ

〈経営層ラウンドテーブル〉

ḭ
Ḯ

וֹףּ
וֹ ḭ ךּ ṇ

נּ ḭ
︡ Ḯ

〈「介護両立支援ハブ」モデル実証事業〉



【介護に関する社会機運醸成】OPEN CARE PROJECT

¸

OPEN CARE PROJECT 介護を「個人の課題」から「みんなの話題」へ転換する

¸ 業種や世代を超えて介護の話題を積極的に発信・対話するようなブランドアクションの蓄積や、
多様な主体が取組を広げていくためのプラットフォームの機能強化

65

2022年 2023年 2024年

・OPEN CARE PROJECT 発足。

- ṇ ︡ שּךּ

Ḯ

・OPEN CARE TALKSを開催。

-ṡ ṇṢ

צּ   Ḯ

・OPEN CARE PROJECT AWARDの開催。

- / / ︡ ḭ

ṇ ︡ שּךּ Ḯ

・OPEN CARE TALKSを開催。

- (109) ḭ ( )
קּ כֿ Ḯ

ü ACTION01：

OPEN CARE PROJECTの

代表的なブランドアクションの蓄積

-ṡ ︡ ךּ ךּ Ṣ
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ü ACTION02：

プラットフォーム化を目指した仕組みづくり
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ロボット介護機器の開発環境の整備

¸

介護現場における生産性向上や、介護される側の自立や社会参画の促進に資す
るロボット介護機器の開発が求められる。

¸ ロボット介護機器の重
点分野として開発・普及を促進

世界市場
の獲得を目指す。

①開発支援
ṥ Ṧ

︣

②海外展開支援
ṥ Ṧ
וֹ

¸ ¸

¸ FS

支援施策の方向性

国内外の介護ニーズに資するロボット介護機器の創出

産業の成長、国内の社会課題の解消



ロボット介護機器の開発・導入促進体制

民間企業・研究機関等

  

介護現場

  

( )

機器の開発 介護現場での実証等

【経産省中心】 【厚労省中心】

67



ロボット介護機器の海外展開支援

¸

¸ 上市・規制承認に向けた実効性の検証（FS調査）や現地ニーズ
に合わせた改良開発を支援し、各国の制度や背景を踏まえた知見を集約 認証取
得のサポート

支
援
例

①アシストスーツ ②排泄予測支援

DFreeṕ ṖHALṕCYBERDYNEṖ

（海外展開先：米・独・
シンガポール）

（海外展開先：米）

海外ニーズ/ 競合分析のサポート マーケティング 認証取得のサポート

ü

ü

ü
ü

ü

ü

支
援
策

FS

販路開拓

ü
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